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動物に関する判例を素材にした研究ノート 

―動物法の国際比較と日本の動物を利する可能性のある道程  

A Research Note on Cases Concerned with Animals: International 
Animal Law Comparisons and Potential Paths to Benefit Japanese 

Animals 
古澤 美映 

 Mie Furusawa 

 

要旨 

本研究ノートでは、日本の動物の利益がかかわるいくつかの判例を取り上げる。その

際、主に米国の動物法の訴訟における理論枠組みを参考にして分類している。現行法

からの射程を確認した上で、具体的施策から立法論までを示唆した点に新しさがある。

これは今後日本において、どのような形態の訴訟にて動物の利益が保護され得るか、

その可能性を探るための基礎資料となるであろう1。 

 

Abstract 

The purpose of this research note is to explore the potential for protecting the interests of animals 

through litigation in Japan. First, I refer to specific problems in Japan’s animal protection laws

（1） and the theoretical framework used by some animal law scholars in the United States（2）. 

Then, I provide an overview of several Japanese cases involving the interests of animals, along 

with references to categories and frameworks discussed in the United States（3）. Finally, I 

discuss how the existing human rights legal framework might be applied to animal rights and 

how future lawsuits in Japan could achieve a similar framework for animals. At present, the best 

potential lies in establishing a system similar to a private right of action-i.e., the right of private 

individuals and organizations to sue for the maltreatment of animals who are classified as the 

property of others. As a preliminary step, it is feasible for the government to entrust private 

organizations with animal protection enforcement（4）.   

 

1 問題状況と目的 

 

近年日本において、動物保護への社会の関心は徐々に高まってきている。種やエコ

システムを扱った環境法の発展に伴い、個体の動物を扱う動物法についても議論は増

 
1 本稿作成にあたり、秋葉剛史先生をはじめ、高橋久一郎先生、Laura Handzel 氏他多くの方からご助

力を得た。 
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してきている。しかし依然として、動物法は実務においてはなじみのある分野ではな

いかもしれない。その理由の一つとして考えられるのは、動物が苦手な人や現時点で

は動物を利用しなければ生業が成り立たない人が一定数存在し、動物法は、彼らの利

益と動物の利益がぶつかり合う厳しい分野という現実である。動物が法的に「物」の

地位にあることは諸外国でも一般的であるが、日本における動物の利益保護は、法的

操作の面でも、訴訟で十分活用されるものとなっていないのである。 

このような現状において、「物」の地位にある動物を保護しようとした場合、鍵はそ

れをどのような法的枠組みを利用して進めるかにある。一般的な議論としては、権利

論（英米法ではまず人身保護令状に繋がる）、虐待禁止法（刑法）、審美的・精神的損

害（民事裁判、損害賠償のみまたは差止請求などを伴う）、社会的価値の保存（文化

財保護法、所有者による毀損からも「国宝」や「重要文化財」を守るとともにその維

持費用の一部を公費で負担する）など様々なものがある2。 

この議論を進めるにあたって本研究ノートの根底にある姿勢は、「権利」の普遍性を

前提とするよりも、訴訟を通じて新たな議論を生み出すという、現代型・政策形成型

訴訟に比重を置いている。そして現時点で動物の扱いは、憲法の制定趣旨とは異なる

かもしれないが、人間の「思想及び良心の自由」（憲法 19 条）に基づいた法律構成も

あり得るとさえ考えている。こうして自然法思想のように何が「理論的に正しいか」

を論じ続けることと対比して、現在の社会意識と法実務の現状そして比較的短期の将

来に予測可能なそれらの変化・進歩の中で、どのアプローチが可能か、有効かを論じ

ることが重要と考える。 

そこで本研究ノートでは、現状を踏まえて、日本の動物に関する判例を取り上げ、

具体的な動物の利益を考える。そして今後動物という現行法上の「物」3の保護の在り

方、人間の所有権への制限の根拠、などを模索していく上での研究の素材としたい。

その際、将来の制度構成設計へ向けて、特に米国の法学者であるデイヴイット・フェ

イヴァーらの動物保護の議論の枠組みを参照する。 

 

2 米国における動物法の議論を手がかりに                              

 

最初に米国の動物法の議論の一部を紹介する上で、民法学者・動物法学者であるデ

イヴィッド・フェイヴァー4、その他の論者の議論を取り上げる。ここでは、彼らの使

用する「権利」という言葉を用いるが、本研究ノートでは動物の権利を主張すること

が目的ではなく、あくまで動物の利益実現のためのツールの一つとして捉えている。  

 
2 2018 年度日本法哲学会学術大会におけるワークショップ「動物権利論の展開」では活発な議論がなさ

れた。 
3 嶋津格も指摘するように、文化財保護法のように、権利の主体でなければ保護できないということは

ない。 
4 David Favre, ANIMAL LAW: WELFARE, INTERESTS AND RIGHTS -2ND ED., Aspen Press（2011）. 
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次に掲げた表は、フェイヴァーが考えた、3 つの動物の権利概念、すなわち「弱い法

的権利」（weak legal rights）、「強い法的権利」（strong legal rights）、「好ましい法的権利」 

（preferred legal rights）に加えて、幾人かの論者の考え方をまとめたものである。これ

らは、動物の利益が訴訟で衡量されるための、いくつかのシナリオとも考えられる。 

 

3.1 

（動物の）弱い法

的権利 

3.2 

（人間の）審美

的・精神的損害 

3.3 

（動物の）強い法

的権利 

3.4 

（動物の）好まし

い法的権利 

・政府による虐待禁止

などの規制 

 

・J. Skopek: 人間の審美

的損害における injury 

in fact の拡張（により反

射的に動物の利益を訴

訟に持ち込む） 

 

・州法により私人に動

物の利益のために市民

訴訟を起こす権利を与

えられる 

・C. Sunstein: 連邦法の

AWA（動物福祉法）と州

の動物虐待禁止法の両

方に私訴権を入れる  

・動物自身の名のもと

に代理人によって訴訟

を起こす権利 

・C. Stone: 自然物がそ

れ自身のために訴訟提

起することができる 

・S. Wise: 高知能の動

物に法人格付与 

 

この表について簡単に説明を付す。第 3 節 1 項で提示する動物の「弱い権利」は、

刑法に見られるような、政府主導の虐待行為の禁止に代表される、人間の行為の規制

の結果としての動物保護である。第 3 節 2 項で提示するのは、J. Skopek が言及するよ

うな、よい動物の扱いが見たいのに、美しくない動物の扱いを見せられた、という人

間の審美的損害（ascetic injury）により提起される訴訟に代表される。米国では事実上

の損害（injury in fact）があるとして、いくつかこの方法で訴訟が提起された。つづく

第 3 節 3 項の動物の「強い権利」とは、Cass Sunstein により提唱されるような、連邦

動物福祉法や州の動物虐待禁止法に、私的な団体や私人に訴訟を起こす権利（私訴権）

が仮に導入されたような場面である。これにより可能となるのは、例えば、私人が動

物福祉法の対象となる他社の所有する実験動物の扱いについて異議を唱え原告適格を

持ち、訴訟を起こすことが可能になる。青木人志の研究によれば、英国では、動物虐

待については、動物保護団体が訴追権を与えられているという。最後の第 3 節 4 項で

述べる動物の「好ましい権利」は、動物が、その動物の名において訴訟を起こすこと

ができる権利、すなわち原告適格を得ることである。子どもや精神障碍者のような制

限行為能力者の場合のように、その権利の実現は代理人によって遂行される。米国に

おける環境訴訟の理論的背景ともいわれる Cristopher Stone の論文「木は法廷に立てる

か」では、自然物に原告適格を与えることは、そのものの能力に関わりなく、会社や

船舶がそうであるように、機能的・手続的に、訴訟の遂行に便益をもたらすであろう

という趣旨が述べられる。 
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３ 動物に関する日本の判例 

 

それでは、具体的に動物のどのような利益が問題になり、それはどのように訴訟形

式で保護されようとしているのか。前節で述べたフェイヴァーらの使う概念である、

3.1 動物の「弱い法的権利」、3.2 人間の「審美的損害（あるいは精神的損害）」、3.3 動

物の「強い法的権利」3.4 動物の「好ましい法的権利」などの概念を手がかりに、日

本の判例を概観したい。その際、言うまでもないが、米国と日本の法体系は異なって

いるため、あくまで類似の概念としての分類を提示する。 

 

3.1 動物の「弱い法的権利」―政府による規制 

 

まずは政府主導による虐待行為の禁止などに代表的な、動物の「弱い法的権利」に

あたる場面での、刑事事件について取り上げる。 

 

★動物の愛護及び管理に関する法律違反被告事件（福岡地判平 14・10・21） 

 愛護動物である子猫の尾、耳をハサミで切断し、頸部をひもで締め付け川に投げ捨

てるまでの 4 時間にわたる行為をインターネットの掲示板で実況中継した。懲役 6 か

月（執行猶予 3 年） 

「…これを止めようにも手の届かないところで動物虐待・虐殺行為が現実に進行した

ことで、良識ある多数の人々には不快感、嫌悪感を超えた深い精神的な衝撃を与え

た。しかも、本件に追随する模倣犯、愉快犯の出現の危機も高めたものであり、社会

に与えた悪影響は大きい。」 

「…被告人のみならずその家族までもが、そのプライバシーに関する情報まで公にさ

れた結果、様々な嫌がらせを受けていわば「さらし者」にされており、社会的制裁と

しても行きすぎた制裁をすでに受けていること、被告人には前科前歴はなく、本件犯

行により動物の愛護及び管理に関する法律違反の事件としては異例の長期の身柄拘束

を受けたこと、被告人は人間関係が苦手で社会的にも未熟な青年であり…本件犯行に

及んだ自分の心の中の闇と向かい合い、反省していることなど酌むべき事情もあるの

で、その刑の執行を猶予し、社会内での更生の機会を与えることとする。」 

★動物の愛護及び管理に関する法律違反被告事件（東京地判平 29・12・12） 

被告人が、愛護動物である猫 9 匹を殺害し、4 匹に傷害を負わせた犯行の様子を、

動画に撮影しインターネット上に投降した。懲役 1 年 10 か月（執行猶予 4 年） 

「…犯行を繰り返すうちに、虐待行為自体に楽しみを覚えるとともに、その様子を撮

影した動画をインターネット上で公開することが目的化したというのであって、本件

各行為を正当化する余地はない。」 
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「…被告人は、公判廷で自己の行為が誤りであったことを認めるとともに、自分があ

やめた猫に対するしょく罪の気持ちを持ち続けると述べ、動物愛護団体にしょく罪の

ための寄付も行っている。」 

 

このように動物虐待は、初犯だと執行猶予が付くのが通常で、社会的制裁を受けて

いることが情状酌量につながるとされる。量刑をさらに重くすればそれが防げるの

か、それとも子どもの虐待防止プログラムに準ずるような制度を整えるべきであろう

か。比較的短期で実現可能なのは後者であると考える。       

 

3.2 人間の「審美的損害（あるいは精神的損害）」 

 

ここでは、民事事件における一例を取り上げる。典型的なのは、愛玩動物の飼い主

が被った精神的損害を、「物」としての損害額以外に、不法行為の相手方に請求でき

ると裁判所が判断した判例である。それは動物の「権利」というよりもむしろ人間側

の精神的苦痛を考慮したものであるが、反射的に愛玩動物は「物」以上の存在である

と看做されている。 

 

★損害賠償請求控訴事件（名古屋高裁平 20・9・30） 

飼い犬を車に乗せていたところ、大型貨物自動車に追突されて、飼い犬が傷害を負

った。裁判所は、財産的損害の賠償のみならず、犬を我が子のように可愛がっていた

飼い主の精神的苦痛についての慰謝料の請求を認めた。 

 

3.3 動物の「強い法的権利」 

 

日本では訴訟法にも、「動物の愛護及び管理に関する法律」にも、動物の原告適格

はもとより、米国の市民訴訟条項にあたる文言もない。フェイヴァーのいう「強い法

的権利」にあたる、米国の市民訴訟という制度（環境法では立法で導入されているが

動物保護法ではまだ）は、（もし導入されれば）動物保護の点でも一定の有効性をも

っていると思われる。ただ、日本法は構造上この制度をもたないので、米国の立法を

そのまま移植することは困難である。それでも、英米法の様々な制度が果たしている

社会的機能は、大陸法系においても別の発想または形式で果たされていることが多

い。米国の市民訴訟と同等または類似の機能が日本法において、どのような法律構

成・手続によって果たしうるか課題がある。本研究ノートでは、この方向性を最も重

要視しているが、長期的な目標と、比較的短期で実現可能な部分とに分けて考えるの

が現実的かつ効果的である。 

英国のように、動物虐待について訴追する権限を動物保護団体に与えられるという
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青木人志の研究からの示唆は興味深い。ここでは日本において将来的に、民間に委託

する動物保護の制度も考慮の一つとしてここでは大きな方向性を提示する。 

比較的短期で実現可能なのは、より民間団体に信頼を置くこと、例えば行政が、民

間の廃棄物処理業者に委託をするように、民間の保護団体に、動物保護の一環を委託

することが挙げられる。千葉県の動物愛護センターには、行政といくつかの NPO と

が連携する部分がある。 

しかし、同じ動物とはいえ、公的または私的な企業などの所有する実験動物の扱い

について、異議を申し立てる権限を持つことはなかなか困難である。米国の環境法の

ように動物福祉法にもし私訴権が盛り込まれたならば、動物福祉法で対象となる、他

人の所有する「物」としての実験動物についても、私的な団体が訴訟を起こすことが

可能になる。日本では「動物の愛護及び管理に関する法律」に実験動物を私人が訴追

する権限を盛り込むことは、そもそも同法での実験動物の位置づけも含め、大きなハ

ードルがある。現時点での短期目標の構想として、動物保護の見地からの私人の意見

も反映させる制度、例えば実験動物倫理委員会への動物保護の私人の参加の義務付

け、などの方策が考えられる。 

さらには憲法において、制定趣旨にはなくとも、動物福祉を文言から解釈すること

ができるだろうか。多くの日本の判例は、環境享受権はもとより、動物共生権、動物

を保護する権利などを解釈することは、現時点で次の第 3 節 4 項の判例で観るように

難しいとしている。ドイツの判例はここでは調査していないが、憲法に動物の「権

利」が明記されていることが、訴訟提起や運用にどのくらい影響しているかが問題で

ある。 

 

3.4 動物の「好ましい法的権利」―原告適格 

 

日本では、行政事件訴訟法 9 条や、民事訴訟法 28 条の規定により、少なくとも自

然物については、原告適格を裁判所で認められたものは存在しない。また、第 3 節 3

項で述べたように、「強い法的権利」に必要な米国の市民訴訟条項についても日本に

は現在存在しない。これらにより、動物の利益を裁判で衡量することは困難である。 

また、一連の自然の権利訴訟の試みについて、行政裁判と民事裁判における自然の

権利の法的の位置づけは異なるといわれている。すなわち、行政裁判では自然の権利

の考え方が、環境保護団体にとって原告適格を得る戦略の一つとされる。一方、民事

裁判においては、そもそも自然物に自然の権利が認められなければ、自然物に代わっ

て権利主張をする構成は取り得ない5。 

そのなかでも動物を保護する目的の訴訟として提起された類似のものを探すと、畠

山武道によれば、行政訴訟では、義務付け訴訟にあたるが、これも自己の権利利益の

 
5 宮澤俊昭「判批」大塚直＝北村喜宣編『環境法百選（第 3 版）』152-153 頁（2018） 
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救済を求める訴訟ではないところに特徴がある6。民事訴訟では、民事上の差止訴訟

や損害賠償請求訴訟に類似するが、自己の権利利益の回復を求めるのではなく、法令

等を遵守しない事業者などに対して法令等への適合を強制する判決を求めるという特

徴という。 

次に列挙した判例に掲げられた自然物・動物は、人間の原告とともに、訴状におい

て名を連ねたものの、却下された。環境を保護したい人間の原告適格については、実

体法から環境権や動物共生権などを解釈することは困難を伴う。 

 

★損害賠償請求事件（水戸地判平 8・2・20）住民訴訟 

   オオヒシクイ個体群 

★川崎市生田緑地岡本太郎美術館建設公費違法支出差止請求事件（平 9・9・3）住民

訴訟 

   ホンドギツネ、ホンドタヌキ、ギンヤンマ、カネコトタテグモ、ワレモコウ 

自然物を原告とした部分について、弁論を分離し、訴え却下 

★行政処分無効確認及び取消請求事件（鹿児島地判平 13・1・22）自然の権利と自然

享有権 

   アマミノクロウサギ、アマミヤマシギ、ルリカケス、オオトラツグミ 

★干拓事業差し止め請求事件（長崎地判平 17・3・15）住民訴訟 

   諫早湾、ムツゴロウ、スグロカモメ、ハマシギ、シオマネキ、ハイガイ 

★埋立工事差止請求事件（平 22・4・20） 

   落合川、ホトケドジョウ 

★圏央道工事差止請求，道路建設工事差止請求控訴事件（東京高判平 22・11・12）

（高尾山天狗裁判） 

   高尾山、オオタカ、ブナ、八王子城趾 

★発生土処分場建設事業差止請求事件（平 23・3・31）民事差止訴訟 

   北川湿地 

「差止の根拠として、人格権、環境権、自然享有権などについて実定法上の明確な根

拠がない。」 

★空港設置許可処分取消請求事件（東京地判平 23・6・9） 

   アオサンゴ、ヤエヤマコキクガシラコウモリ 

 

ここでは、個々の判例を詳述することは控えるが、環境保護の行政訴訟は、客観訴

訟、特に住民訴訟が有用ではないかと考えられていることが分かる。環境法の義務付

け訴訟などの例も、検討の対象となるが、その場合、どのような訴訟要件がそろえ

ば、誰が起訴できるのか、ということを念頭に置いておく必要がある。動物の種だけ

 
6 畠山武道『アメリカの環境訴訟』（北海道大学出版会 2008）、272 頁参照。 
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でなく、動物の個体を守る訴訟に用いられるかは、一段と壁がある。 

 このような状況において、動物の利益を代弁する後見人をつけ、動物に原告適格を

与え、「動物自身の名において」訴訟を起こすというシナリオは、議論としては魅力

的だが、大きな法改正が必要である。そして実務としてどのように対応するのかとい

う課題があり、すぐには受け入れられ難いのではないか。「比較的短期で予測可能

な、有効なアプローチ」という本研究ノートの立場からは、「却下されることを承知

の上で、議論を提起する訴訟」に現時点ではとどまらざるを得ない環境法における一

連の自然の権利訴訟は、一般的な法実務家が採用するには訴訟経済に見合わずリスク

が大きいという印象を持つ。しかし、数百年後といった長期的な視野でみれば、事情

は変わっているのかもしれない。 

 

 4 まとめ 

 

以上、大まかではあるが、日本の動物に関する判例を素材にして、米国の論者の議

論を手がかりにして、動物の利益が訴訟において保護され得る可能性を概観した。今

後日本における動物保護の訴訟の形態としての民事、刑事、行政訴訟のそれぞれの場

面での具体的な方法、制度構成について、詳細は今後の研究と専門家の知見を要する。

現段階では、第 3 節 3 項で述べたような、動物を保護しようとする私人、私的な団体

が、行政から委託を受けて動物保護の実践を行うこと、さらに立法論となるが、他人

の所有物である「物」としての動物のよくない扱いについて訴訟を提起できるような

方向性を示唆する。 

このように動物の利益が訴訟において議論されることは、動物の為だけにとどまら

ず、様々な立場に置かれた人々の利害調整が行われ、多様性と個性の尊重される懐の

深い社会へとつながると考える。法において存在しなかった、あるいは見えなかった

概念を、概念として可視化できるなら、意見の異なる双方の立場の人にとって、それ

は有意義であろう。 
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